
料金表　（一部抜粋） （ 単位：円 ）

仕訳 300仕訳以内

300仕訳超

伝票 300仕訳以内

300仕訳超

資料整理・証憑類 300仕訳以内 出納帳・請求書・領収書等の

ファイリング 300仕訳超 月次整理・ファイリング

訪問帳票報告 毎月

四半期

売上高 1,000万 5億円 10億円

訪問元帳監査 毎月 20,000 60,000 80,000

四半期 14,000 42,000 56,000

事務所内元帳監査
毎月

当事務所内で会社作成の総勘定元帳を監査
10,000 40,000 50000

訪問証憑監査 毎月 10,000 40,000 50,000

四半期 7,500 30,000 37,500

＊京都市内を前提にしています

＊上記料金は各項目ごと月額料金となります

＊基本報酬に該当項目を足した金額が月額顧問料になります

＊上記以外に、売上高　5千万・1億・30億・30億以上で区別した、料金表も御座います

＊別途、消費税を頂きます
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(請求書・領収書等の資料監査）

会計データを基に試算表・財務分析等を報告

会社に訪問し、諸証憑類(補助帳簿・請求書・領収書等)を監査

会社に訪問し会社作成の総勘定元帳を監査

会社作成の現金出納帳等より試算表を作成

会社作成の振替伝票より試算表を作成



料金表　（一部抜粋） （ 単位：円 ）

売上高 1,000万 5億円 10億円

勘定科目整理
各勘定科目毎の妥当性を検証するとともに、経過勘定科目の決算
残高の確認 30,000 150,000 200,000

決算整理 会計及び税法上の妥当性を検証し、決算確定の作業
30,000 150,000 200,000

勘定科目付属明細書 法人税申告書に添付する勘定科目明細書の作成

固定資産台帳 (資産数)
～100件 500件 1,000件以上

＊部門管理が必要な場合は別途加算あり

30,000 100,000 200,000

法人税申告書 法人税・地方法人税申告書の作成

事業概況書 法人税申告書に添付する事業概況説明書の作成

課否判定
消費税を計算するにあたり、各取引の消費税法上の判定を行い申
告書基礎資料の作成 30,000 100,000 150,000

申告書作成 消費税申告書の作成
20,000 50,000 60,000

中間決算申告
「中間申告対象期間」を一事業年度とみなして決算を行い、それに基づいて法人税・
法人地方税の申告を行う

予定申告 税務当局の通知による申告

＊依頼された項目の業務のみ報酬を頂きます

＊上記以外に、売上高　5千万・1億・30億・30億以上で区別した、料金表も御座います
＊別途、消費税を頂きます
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料金表　（一部抜粋） （ 単位：円 ）

中期経営計画策定 税務顧問契約有り

税務顧問契約無し

税務顧問契約有り

税務顧問契約無し

経営分析 リスク分析(簡易版）

決算書をベースに財務上のリスク及び金融
機関における信用リスクの分析報告

リスク分析(詳細版)

上記以外に、日常取引に潜む経営経常リスク及
び保険におけるリスクヘッジ状況等の分析報告

売上高 5億円未満 5億円超

単年度経営計画策定

予実管理 税務顧問契約有り 30,000～50,000 60,000～

（ 経 営 実 績 報 告 ）
税務顧問契約無し 60,000～100,000 120,000～

経営会議サポート

（経営会議の運営指導及び参加時の助言
等）

*別途、消費税を頂きます
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自社の現状分析から目指すべき方向性の確立
に向けて、5年又は10年の事業計画書を作成し

ます
（中期五ヶ年又は１０ヶ年計画策定のサポート）
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（単年度計画策定のサポート)

100,000
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中長期で確立された方向性をより具体化し
実行するための月別の単年度計画書作成、

及び直近の具体的な資金計画の作成

計画値と実績値のズレを把握し、計画達成
のための軌道修正ポイント又は新たなアプ
ローチ方法等検討し、先行管理を毎月サ
ポートします(単年度計画策定が条件）
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